
①鳥獣被害防止活動支援事業　（国：鳥獣被害防止総合対策推進交付金） 105,415の内数※ ・鳥獣害対策研修の受講を支援・狩猟免許取得の支援②総合的鳥獣害対策推進事業　（県） 384 ・県域で鳥獣害対策指導者を養成　（県主催の被害防止対策研修会の開催ほか）・狩猟担い手の育成と捕獲技術の向上を図る 　（県主催の狩猟免許取得促進講習会、わな猟安全技術向上講習会を開催）・狩猟担い手の育成と捕獲技術の向上を図る 　（県主催の銃猟安全技術向上講習会を開催）・一般向け狩猟者確保イベントの開催・捕獲従事者育成研修、解体処理技術者育成研修の開催⑤里山づくり推進事業　（獣害につよい里山づくり事業）　（県） 14,966 ・林業事業体による里山の一体的な整備により、緩衝帯を造成し、獣害の低減と里山の環境整備を推進　事業主体：橿原市他４市町村⑥鳥獣被害防止活動支援事業　（国：鳥獣被害防止総合対策推進交付金） 105,415の内数※ ・農地等の周辺における緩衝帯設置、放任果樹の除去及び雑木林の刈払い等により集落内の餌場、　潜み場所を除去①有害鳥獣を寄せ付けない地域ぐるみの取組推進　地域における総合的な被害防止活動の支援 ⑦鳥獣被害防止活動支援事業　（国：鳥獣被害防止総合対策推進交付金） 105,415の内数※ ・追払い活動の実施、被害防止対策に必要な技術実証を支援⑧鳥獣被害防止整備事業　（国：鳥獣被害防止総合対策整備交付金） 258,194 ・地域が一体となった連続した侵入防止柵等を捕獲施設と一体的に整備・受益３戸以上・対象経費は資材費及び設置費・補助率：１／２以内（但し、条件不利地域は５５/１００、　　　　　　侵入防止柵を自力施工する場合は資材費のみ定額補助）800 ・鳥獣被害防止対策事業で設置した侵入防護柵のうち、平成２９年１０月の台風２１号により　被災したものの復旧にかかる資材購入費の一部助成・補助要件：１箇所の復旧費用が４００千円以上・補助率：１／６⑨-1県営ほ場整備事業　（国・県）⑨-2農地環境整備事業　（国・県） ・農業生産の継続のため農地の整備と併せて鳥獣害防止柵を設置・事業実施地区ごとに協議会（生産者で構成）を設立　協議会に原材料を支給、地元直営施工で柵を設置・負担区分：⑨-1国５０／１００、県２７．５／１００、市町村・受益者２２．５／１００　　　　　　　　⑨-2国５５／１００、県３０／１００、市町村等１５／１００実施地区：Ｈ３０は侵入防止柵整備取組み予定なし【全体事業費】129,792545⑪有害獣捕獲・防護施設設置事業　（県） 250 ・特定猟具使用禁止区域（銃）での捕獲檻、捕獲柵、防護柵の設置に助成・補助率：１／２以内⑫森林被害状況等調査事業　（県：森林環境税） 6,899 ・野生鳥獣による森林被害については、被害金額、面積の把握が困難であるため、これに代わる林家の　被害意識指標とするための調査を実施　（森林被害状況等調査、人工林被害調査、ニホンジカ個体数調査）⑬森林地域におけるニホンジカ捕獲モデル事業　（国：森林被害緊急対策事業費補助金） 3,995 ・森林林業関係者、市町村等と連携して広域的かつ計画的にニホンジカの捕獲を実施実施地区：野迫川村⑭ニホンザル生育状況調査　（国：鳥獣被害防止総合対策推進交付金） 3,612 ・市町村に対し適切な捕獲計画作成を支援するため、３年間で県全域のニホンザル生育状況調査を　実施し、第二種特定鳥獣管理計画を策定⑮森林植生保全事業　（県：森林環境税） 24,500 ・ニホンジカを適正生息数に誘導するため、メスジカ有害捕獲の取組みを支援捕獲報奨金を助成　(４～６月：＠８，０００円／頭、７～３月：＠５，０００円／頭)⑯鳥獣被害防止活動支援事業　（緊急捕獲活動）　（国：鳥獣被害防止総合対策推進交付金） 105,415の内数※ ･有害捕獲経費を助成　ニホンジカ、イノシシの成獣（＠７，０００円／頭：上限）　※市町村長が認めた加工施設で受入れ確認する場合（＠９，０００円／頭：上限）　ニホンザルの成獣（＠８，０００円／頭：上限）　上記３種の幼獣、その他獣種（＠１，０００円／頭：上限）　鳥類（＠２００円／羽：上限）⑰カワウ生息状況調査事業　（県） 316 ・県域でカワウのねぐら・コロニーを調査⑱カワウ食害防止対策事業　（県） 436 ･カワウの銃による駆除経費に助成・補助率：１／２　事業主体：市町村⑲緊急・広域外来魚等対策推進事業　（国直接採択） － ・防鳥機器の設置、カワウ捕獲等に必要な経費を助成　事業主体：漁協⑳有害鳥類捕獲事業　（県） 250 ・空気銃所持者による有害鳥類の捕獲を実施する取組みを支援・使用可能エリアの広い空気銃による有害鳥類の駆除を実施・補助率：１／２　事業主体：市町村㉑有害鳥獣駆除事業　（県） 4,500 ･有害鳥獣の銃による駆除経費（人件費、弾代等）に助成・補助率１／３以内　事業主体：市町村㉒鳥獣被害防止活動支援事業　（国：鳥獣被害防止総合対策推進交付金） 105,415の内数※ ・捕獲檻購入、スマートセンサー導入の支援㉓鳥獣被害防止活動支援事業　（国：鳥獣被害防止総合対策推進交付金） 10,415の内数※ ・ジビエ商品開発支援（処理加工施設設置と一体で実施する場合のみ）㉔鳥獣被害防止整備事業　（国：鳥獣被害防止総合対策整備交付金） 258,194（再掲） ・捕獲鳥獣の焼却施設、処理加工施設の設置を支援・補助率１／２（但し、条件不利地は５５／１００）㉕鳥獣被害防止県活動支援事業　（国） 2,355 ・監視カメラ等を活用し、新たな防護対策による鳥獣被害軽減を実証㉖効率的捕獲技術導入推進事業　（国） 421 ・近年開発され普及が進みつつあるＩＣＴ捕獲装置を用いて、効果的な捕獲を実施するため、専門家の　支援を受けて、捕獲技術および捕獲効率の向上を目指す総合対策 地域の総合的な被害防止活動 ※鳥獣被害防止活動支援事業　（国：鳥獣被害防止総合対策推進交付金） 105,415 ・対策研修の受講、鳥獣の生息状況調査、追い払い活動、捕獲檻導入、緩衝帯整備、緊急捕獲活動　支援、スマートセンサー導入、サル複合対策など、地域の被害防止活動に対して支援　【サル複合対策】　Ａ：ニホンザル加害群の生息状況調査（必須）　Ｂ：捕獲活動、追い払い、追い上げ、侵入防止、技術実証、生息環境管理（緩衝帯整備・放任果樹　　　除去・雑木林刈払い）　Ａの取組みに加えて、Ｂの取組み中から２つ以上を併せて実施431,256  

1,373人材の育成 ②地域における狩猟者の確保・育成　網猟、わな猟、銃猟免許の取得促進 ③狩猟者確保・狩猟技術向上事業　（国・県） 2,045④若手狩猟者確保・ジビエ供給促進事業　（国・県）
②農耕地等への侵入防止対策、新植地における　苗木の食害防止対策　農耕地等への侵入防止柵や防護ネットの設置　等
①鳥獣保護管理事業委計画に基づく、個体数管理　生息状況や行動域等を調査し、基礎データの把握・　分析するほか、事業計画を作成しニホンジカを捕獲

平成３０年度鳥獣被害防止対策事業一覧

個体数調整
④ＩＣＴ等を活用した被害軽減に結びつく新技術　実証

①鳥獣害対策の指導者育成　鳥獣害対策指導者に対して対策の考え方や技術を研修
①里地里山の環境整備活動の推進　有害鳥獣の隠れ場所となる竹林等の整備　（緩衝帯整備等）　不要果樹・果実の除去、耕作放棄地の解消　等

対策の類型 事業名 事業内容

⑩木材生産林育成整備事業　（国・県）

Ｈ３０予算額(千円)
生息環境管理
被害の防除

②有害鳥獣の捕獲・駆除　有害鳥獣の発生実態、生息、移動状況を把握し、広域　かつ効率的な捕獲と駆除を推進

合計※　鳥獣被害防止総合対策交付金は、「生育環境整備」「被害の防除」及び「個体数調整（有害捕獲）」のうち、複数の取組を一体的に実施することが必要（⑮緊急捕獲活動は単独で実施可能）

・植栽した苗木の食害を防止するための防護柵や防護ネットの設置・第２種木材生産林における植栽した苗木の食害を防止するための防護柵や防護ネットの設置に助成・植栽と同時施工・負担区分：国５１％、県１７％、実施主体３２％

③捕獲鳥獣の処理、有効活用　捕獲鳥獣の焼却・処理加工施設の整備と食肉等の　利活用を推進


